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（ご意見） 

本日は就職活動のため、基本政策部会への出席が叶わず申し訳ありません。本日の部会
では、素案に対する各委員の意見が求められると伺っておりますので、私の意見を書面に
てお伝えさせていただきます。 

 本計画素案 24 ページに記載された「こども施策や子育て支援策等の広報啓発の推進」
の手法について当事者目線での具体的施策へ反映することを求めます。 

 私は父を高校 3 年生の頃に亡くしました。当時の私は、経済的・精神的に最も支援を必
要としていたにもかかわらず、奨学金制度や子ども食堂といった「私を助けてくれるはず
の情報」には一切行き着くことができませんでした。様々な支援があると知ったのは、大
学生になってからです。 

 国がどれほど手厚い制度を作っても、それを必要とする当事者が存在を知り、活用でき
なければ、その制度は存在しないのと同じです。「伝える（情報を出す）」ことだけではな
く、「伝わる（相手に届き、理解される）」ことが大切だと思います。 

 待っているだけでは、孤立しているこどもには届きません。学校のタブレット端末、
SNS 広告など、こども・若者が日常的に目にする生活動線への情報配置を考慮していただ
きたいです。 

 また、「助けて」と言いづらい雰囲気、制度を利用することへの「引け目」を感じさせ
ないことも必要です。子ども食堂や支援団体が、単なる救済の場ではなく、地域の当たり
前な居場所として伝わる取り組みが求められると考えています。 

 情報の受け手であるこどもの視点に立ち、「情報格差が支援の格差を生んでいる」とい
う現状を打破していく必要があります。いくら制度の数を増やしても、アクセスできない
当事者が取り残されている限り、それは真のこどもまんなかとは言えないのではないでし
ょうか。 

 伝わる広報を盛り込んでいただいたので、ぜひ実効性のある施策を講じていただきたい
と、当事者として強く期待します。 

以上 


